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イベント概要 

 

[企業名]  Sansan 株式会社 

 

[企業 ID]  4443 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会  

 

[イベント名]  2027 年 5 月期 第 1 四半期決算説明会  

 

[決算期]  2027 年度 第 1 四半期  

 

[日程]   2026 年 10 月 9 日 

 

[ページ数]  29 

  

[時間]   17:00 – 17:41 

（合計：41 分、登壇：21 分、質疑応答：20 分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]   

 

[出席人数]   

 

[登壇者]  2 名 

取締役 執行役員 CFO コーポレート本部 本部長  

橋本 宗之（以下、橋本） 

執行役員 Bill One 事業部 事業部長  大西 勝也（以下、大西） 
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登壇 

 

橋本：当社の決算説明会にご参加いただきありがとうございます。CFO の橋本です。本日は、ま

ず私から、2027 年 5 月期第 1 四半期の実績についてご説明します。その後、大西より「Bill 

One」についてご説明いたします。 

 

4 ページをご覧ください。 

まず、第 1 四半期実績のハイライトをご説明します。 

1 点目、売上高は前年同期比 20.1%増となり、堅調な成長を維持しました。連結での ARR は 2026

年 8 月末時点で 521 億円となりました。 

2 点目、調整後営業利益は前年同期比 328.3%増の大幅な増益となり、利益創出が一段と進展しま

した。通期の業績見通しに対しても順調に進捗しています。 

3 点目、経理 AX サービス、「Bill One」の高成長が継続し、売上高は前年同期比 34.4%増と好調

に推移しました。 
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全社の経営実績は 5 ページの通りです。 

売上高は前年同期比 20.1%増と堅調に成長しました。売上総利益率は 87.6%と高い水準を維持して

います。調整後営業利益は、売上高の拡大や販管費率の低下等により前年同期比 328.3%の大幅な

増益となりました。経常利益以下の段階利益も調整後営業利益の成長に伴い、大幅な増益となりま

した。 
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調整後営業利益の詳細についてご説明します。6 ページをご覧ください。 

まず、売上高が堅調に増加し原価率も低水準に抑えられたことで、売上総利益が増加しました。 

次に、販管費のうち、人件費は 3 億 8,100 万円増加しましたが、売上高比率は 4 ポイント低下して

います。 

また広告宣伝費は、大規模なプロモーションを実施していた前年同期に比べて 6 億 7,700 万円減少

し、売上高比率は 7.5 ポイント低下しました。その結果、調整後の売上高販管費率は前年同期比で

12.4 ポイント低下し、調整後営業利益は大幅な増益となりました。 

 

セグメント別の概況について 7 ページをご覧ください。 

Sansan／Bill One 事業は、売上高が堅調に成長しました。調整後営業利益は「Bill One」の黒字化

が大きく寄与し、前年同期比 306.3%の大幅な増益となりました。 

Eight 事業は好調な増収が継続しました。調整後営業利益については、下期以降の成長に向けた投

資により引き続き赤字を計上しました。 
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続いて、8 ページからセグメント別の詳細をご説明します。 

Sansan／Bill One 事業の売上高は、前年同期比 18.4%増となりました。サービス別では、

「Sansan」が前年同期比 9.8%増、「Bill One」が 34.4%増となりました。 

その他には、契約 AX サービス、「Contract One」とグループ会社であるナインアウト社の業績が

計上されていますが、そのうち「Contract One」の売上高は前年同期比 93.4%増、契約件数は前年

同期末比 81.6%増の 841 件となり、高成長が継続しました。 

調整後営業利益は、前年同期比 306.3%増の大幅な増益となりました。内訳として「Sansan」単独

の調整後営業利益は前年同期比 34.4%の増益となったほか、「Bill One」の単独の利益は 1 億

9,800 万円となり、四半期ベースでは初めての黒字となりました。 
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「Sansan」の業績および KPI について、9 ページでご説明します。 

第 1 四半期の売上高は前年同期比 9.8%増となり、やや伸び悩みましたが、業績を捉える上で、よ

り重要な指標であるストック売上高はスライドの左側に示している通り、前年同期比 12.1%増と堅

調に成長いたしました。 

売上高の伸びが緩やかになった主な要因は、「Sansan」のその他売上高が前年同期比で 19.8%減

少したことです。この、その他売上高は、新規契約に係る初期収入が中心であり、獲得した契約の

規模や計上タイミング等によって四半期毎に変動する傾向があります。 

加えて、中央のグラフの通り、当第 1 四半期は契約件数が前年同期比 13.7%増、四半期での純増数

が 381 件と堅調に推移する一方、新規契約の内訳としては小規模顧客を中心とした獲得であった

ことから、結果として初期収入が前年同期を下回りました。 

足元では 9 月に新機能である AI サーチの正式なリリースが完了し、第 2 四半期より Standard ラ

イセンスの提案強化に向けて本格的な営業活動を開始している等、下期からは堅調な新規受注の獲

得を見込んでいます。 

第 1 四半期の売上高成長率は、通期業績見通しのレンジ下限である 10%を下回っての推移となり

ましたが、こうした足元の状況を踏まえて通期の見通しに変更はありません。なお、右側の直近

12 カ月平均の月次解約率は 0.54%となり、1%未満の低い水準を維持しました。 
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続いて、「Bill One」の KPI について 10 ページでご説明します。 

左側のグラフ、2026 年 8 月の MRR は前年同期比 33%増の 13 億 1,100 万円となりました。 

次に、中央のグラフの有料契約件数は前年同期比 28.6%増、有料契約当たり月次ストック売上高は

前年同期比 3.5%増となり、堅調に推移しました。 

右側に示した直近 12 カ月平均の月次解約率は 0.33%となり、低水準を維持しました。 

また、6 月より提案を開始した AI 機能を搭載した新料金プランの販売は順調に立ち上がってお

り、詳細はこの後、大西よりご説明いたします。 
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次に、Eight 事業についてご説明します。 

11 ページをご覧ください。 

BtoC サービスの売上高は、前年同期比 8.1%増となりました。BtoB サービスの売上高は、ビジネ

スイベントや採用関連サービスの好調な成長により、前年同期比 34.8%増となり、Eight 事業全体

の売上高は前年同期比 32.6%の増収となりました。 

Eight 事業は、これまで 2 期連続で通期黒字を達成する等、事業の収益性が向上しており、今後の

成長に向け、人員体制の強化等を行っています。そのため、第 1 四半期においては、調整後営業利

益の赤字額が前年同期比でやや拡大しましたが、通期では黒字を見込んでいます。 
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続いて、中期財務方針と 2027 年 5 月期の業績見通しについてご説明します。 

13 ページをご覧ください。 

まず、中期財務方針について、今年 7 月に公表した内容から変更はありませんが、改めてポイント

をお話しします。 

売上高については、今後 3 年間の年平均成長率は 16%から 20%、2029 年 5 月期における調整後営

業利益率は 25 から 30%の方針としています。 
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14 ページをご覧ください。 

第 1 四半期の実績は売上高、調整後営業利益ともに、通期の業績見通しに対して順調に進捗してお

り、期初に公表した業績見通しに変更はありません。 

なお、当社のビジネスモデルはストック型であるため、四半期の進行に応じて売上高が積み上が

り、利益も下期にかけて拡大する構造となっています。 

また、配当については、中間配当 2.5 円と期末配当 2.5 円を合わせて、年間 5 円を予定していま

す。 

私からの説明は以上になります。 

続いて大西より、「Bill One」についてご説明いたします。 

大西：Bill One 事業部長の大西と申します。ここからは、経理 AX サービス「Bill One」につい

て、現在提供しているサービスと、今後の成長に向けた取り組みをご説明いたします。 
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Bill One は、「「なくせる」をつくり、全社の働き方を変える」をコンセプトに掲げ、請求書受

領、経費精算、債権管理といった経理業務の課題を解決する経理 AX サービスです。請求書や領収

書といった証憑書類が関わる業務プロセスに AI をはじめとしたテクノロジーを活用することで、

経理部門だけでなく、全社の働き方を変えることを目指しています。 
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「Bill One」は 2020 年のサービス提供開始以降、高い売上高成長を継続してきました。当初は請

求書受領からスタートしましたが、その後、請求書発行、法人カード、経費精算、そして債権管理

へと経理業務における提供領域を拡大してきました。 

また、足元では AI をはじめとしたテクノロジーの活用も進めています。請求書受領では単に請求

書を受け取ってデータ化するだけではなく、その後の起票や照合、承認といった業務プロセスへと

自動化の範囲を広げています。 

このように対象とする経理業務を広げることと、それぞれの業務においてテクノロジーを通じて提

供価値を高度化すること、この両面でサービスを進化させています。 

 

まず、現在の事業の中心である「Bill One 請求書受領」です。 

「Bill One」では、郵送やメール等、さまざまな方法で届く請求書を代理で受領し、その内容を正

確にデータ化、構造化して一元管理を可能にします。これは「Sansan」で培ったアナログ情報を

正確にデータ化する技術やノウハウを活かしたものです。 

こうして正確な請求書データ、つまり 1 次情報を生成できることが「Bill One」の大きな強みとな

っています。現在は請求書の受領・データ化を起点として、その後のプロセスである起票、照合、

承認、証憑保管までを一気通貫でカバーしており、AI 等を活用した自動化も進んでいます。 
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そうした機能の利用は順調に拡大しており、「AI 自動照合」を始めとした自動化機能の利用社数

は 200 社を超えています。また、こうした機能拡充を背景に、6 月より提案を開始した新料金プラ

ンも順調に立ち上がっています。 

足元の新規受注では、新料金プランで受注した顧客の約 90%が AI を用いた新機能を利用できる

Standard エディション以上での契約になり、新料金プランでの提案にも一定の手応えを得られて

います。 

今後も請求書を正確にデータ化する強みを生かし、AI をはじめとするテクノロジーを活用しなが

ら、請求書処理において、「なくせる」領域を広げていきます。 

 

次に「Bill One 経費」です。 

従来の経費精算では、従業員が費用を立て替え、その後、領収書を提出して精算することを前提と

した業務プロセスが一般的です。この場合、従業員には金銭的、心理的な負担が生じるほか、申請

が月末月初に集中することで経理部門の業務負荷も高まります。また、承認者や経理担当者には申

請内容や証憑の確認、差し戻しといった業務も発生します。 

こうした課題に対して「Bill One 経費」では、一般的な経費精算システムとしての機能に加え、経

費精算に特化した法人カードを一体で提供していることが大きな特徴です。当社自身が発行する

「Bill One ビジネスカード」を活用することで、経費精算を効率化するだけではなく、従業員によ

る立替経費そのものをなくしていくことを目指しています。 



 
 

 

 

 

 
14 

 

 

具体的には、全従業員に「Bill One ビジネスカード」を発行し、立替ではなく法人カードによる支

払へと切り替えます。事前申請の内容に応じてカード毎の利用限度額を簡単に設定できるため、必

要なときに必要な金額だけを利用でき、全従業員による法人カード利用に伴うリスクコントロール

もできます。支払後はカードの利用明細が即時に反映され、提出された領収書は 99.9%の精度でデ

ータ化されます。 

さらに、領収書とカード利用明細の突合や法制度、企業毎の規定に基づく確認等も自動化していく

ことで、申請者だけでなく承認者や経理担当者の確認、差し戻し業務も削減していきます。 

既に導入企業では小口現金管理と立替経費を廃止し、現場の工数を月 100 時間削減するととも

に、月次決算を 5 日間短縮した事例や、経費精算に係る経理部門の工数を 3 分の 1 に削減した事

例も生まれています。 

このように「Bill One 経費」は経費精算を効率化するだけではなく、支払から経費処理までの業務

プロセスそのものを変えていくサービスです。足元では既存顧客を中心に毎月着実に新規契約を獲

得しており、順調なペースで拡大しています。 
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続いて、「Bill One 債権管理」です。 

企業の債権管理では、請求書を発行した後にも多くのアナログな業務が存在します。中でも負担が

大きいのが、請求した金額と実際の入金をひもづける入金消込です。実際の振り込みでは振込人名

義と取引先名が異なっていたり、振込手数料等によって請求額と入金額に差異が生じたりするた

め、単純なシステム照合では処理ができず、人による確認や判断が残りやすい業務です。 

また、入金状況をリアルタイムで把握できないことで、経理部門と営業部門等の間で確認作業が発

生するケースもあります。「Bill One 債権管理」では、請求書の作成・発行から、その後の入金消

込、未入金管理までを 1 つのサービスでつなぐことで、こうした債権管理業務の効率化、自動化を

進めています。 
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それを可能にしているのが、「Bill One Bank」を活用したリアルタイム入金消込です。取引先毎

に固有のバーチャル口座を割り当て、その口座情報を請求書に反映して発行することで入金情報と

債権情報を正確に紐付けます。そして「Bill One Bank」への入金があるたびに入金データを自動

で取得し、リアルタイムで消込を行います。 

また、金額が一致しないケースにおいても、過去に処理した差異のパターンを学習することで、自

動化できる範囲を広げていきます。既に導入企業では、入金消込の約 80%を自動化した事例のほ

か、約 90%を自動化し、作業工数を 6 分の 1 に短縮した事例も生まれています。 

このように、請求書の発行から入金消込、未入金管理までを 1 つにつなぎ、債権管理に伴うアナロ

グな作業や属人的な確認業務をなくしていきます。「Bill One 債権管理」も足元では順調に拡大し
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ています。

 

 

「Bill One 経費」と「Bill One 債権管理」の収益モデルについてご説明します。 

基本的な料金体系は「Bill One 請求書受領」と同様で、利用量に応じた年額利用料金をベースに

Lite、Standard、Advanced の 3 つの Edition で構成しています。これに加えて「Bill One 経費」

では、当社自身が「Bill One ビジネスカード」の発行主体となっており、カード決済額に応じた手

数料収入も得ることができるモデルとなっています。 

また、中小企業向けには、「Bill One 請求書受領」と「Bill One 経費」等、複数機能をセットで利

用できる Suite ライセンスを展開しています。このように、それぞれのサービス単体での利用拡大

に加えて、複数サービスの利用を促進することで、顧客当たりの収益機会を広げていく考えです。 
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最後に、今後の成長余地についてです。 

ここまでご説明した通り、「Bill One」は請求書受領を起点として経費精算、債権管理へと経理業

務における提供領域を広げています。現在の「Bill One」の有料契約件数は 5,468 件です。また、

有料契約企業に加えて、無料契約企業や「Bill One」のユーザーに請求書を送付する企業までを含

めたインボイスネットワークは、約 27.8 万社まで広がっています。 

一方で、国内には約 200 万社の企業が存在しており、有料契約件数、インボイスネットワークと

もにさらなる拡大余地があります。こうした状況を踏まえると、「Bill One」には大きく 2 つの成

長機会があると考えています。 

1 つは、経理業務における対応領域を広げることによる企業当たりの収益機会の拡大です。そして

もう 1 つは、国内約 200 万社の潜在市場に対する有料契約企業数の拡大と、将来の収益機会とも

なり得るインボイスネットワークの拡大です。 

今後もテクノロジーを活用しながら、経理業務における対応領域をさらに広げ、全社の働き方を変

える経理 AX サービスとして「Bill One」のさらなる成長を目指していきます。 

以上で、「Bill One」のサービスについての説明を終わります。 

この後、皆様からのご質問にお答えいたします。 
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質疑応答 

 

[Q]：「Sansan」の契約当たり月次ストック売上高のトレンドについてお伺いします。9 月からの

「AI サーチ」を含む Standard エディション以上の販売強化が進んだ場合、平均顧客単価が拡大

し、伸びが鈍化しているストック売上高が上昇に転じる可能性はあるとお考えでしょうか。 

橋本 [A]： 小規模・中規模のお客様の獲得が非常に好調に推移しているため、現在、平均顧客単価

(ARPU)は低下傾向となっています。 

一方で、9 月にリリースした「AI サーチ」は、3 段階あるプライシングパッケージのうち、中央の

Standard 以上のエディションをご契約いただくとご利用いただける設計になっており、今後、小

規模・中規模のお客様にも、Standard 以上のエディションをご契約いただけると見込んでいま

す。その意味で、ARPU についても再加速を見込んでおり、再加速に向けて新機能の搭載も検討し

ています。 

具体的なタイミングや ARPU の増加幅を予測するのは難しいですが、営業にはある程度時間を要

するため、2Q にその効果が顕著に出るかと言われると難しいと考えています。ただ、下期から来

年にかけて、ARPU も再加速していくことを期待しています。 

 [Q]： 今回、人件費の増加が抑えられ、売上に対する人件費比率が 4 ポイント低下しました。通

期では 2 ポイント強の低下を見込まれていましたが、それを上回る低下となっている印象です。こ

の背景として、AI 活用による業務効率化や生産性向上が寄与していると言える状況でしょうか。

併せて、今後の人件費および広告宣伝費の方向感についてもお伺いします。 

橋本 [A]： 資料 21 ページに連結の従業員数を掲載していますが、2026 年 5 月末と比べ、8 月末時

点の全社従業員数はわずかに減少しています。中途採用にも注力していますが、ご指摘のとおり、

AI の活用により、従来ほど採用を積極的に進める必要がなくなってきた実態もあります。特に開

発部門では、ジュニア層の採用を抑制してもプロダクト開発に支障がない水準に達しています。ま

た、全社で各部門に AI 活用を呼びかけており、これも人件費の低下に寄与していると考えていま

す。また、当社では業績連動賞与の比率を段階的に高めていますが、今期第 1 四半期の実績には、

賞与引当金の一部戻入れによる費用の減少も一部影響しています。 

今後も採用は着実に進める方針で、今期も前期を上回る採用を予定しています。ただし、過去と比

較すると増員割合は抑制的になる見込みであり、従業員 1 人当たりの生産性や売上高は継続的に向

上していくと見ています。 
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[Q]： 2026 年 9 月から「Sansan」で提供を開始した「AI サーチ」についてです。お客様の反応や

営業現場での手応えはいかがでしょうか。 

橋本 [A]： 非常に良い手応えを得ていると聞いています。クラウドサービスは、リリース後にお客

様からフィードバックをいただき、それをもとに改善を重ねていくサイクルが特徴ですが、「AI

サーチ」についても、実際にご利用いただきながらさまざまなご意見をいただいています。これま

でと同様の改善サイクルに乗っているため、今後サービスをさらに改善させ、お客様の反応もより

良くなっていくと考えています。 

[Q]：「Sansan」と「Bill One」それぞれの 1Q 時点での受注状況はいかがでしょうか。 

橋本 [A]：「Sansan」については、先ほどお話しした通り小規模の新規契約獲得が増えたことか

ら、受注額はあまり強くありませんでした。一方で、顧客獲得数は、過去最高だった前年度 4Q に

匹敵する水準で、この点は非常にポジティブです。ただ、受注額としては、前年同期比では約

20%のマイナスとなり、前年度 4Q 比では約 16%のプラスとなりました。どの時点と比較するかに

もよりますが、もう少し上積みしたかったと思っています。 

「Bill One」は非常に好調に推移しています。顧客単価は着実に上昇し、新規顧客数も伸びていま

す。前年度 1Q と比べて、新規受注は 20%以上増加しました。前年度 4Q 比では若干のマイナスで

すが、季節性の影響によるものであり、計画を十分に上回る受注水準を 1Q で確保できたと考えて

います。 
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[Q]： 1Q 全体の粗利率が前年同期よりやや低下しているのは、「Contract One」の影響でしょう

か。「Sansan」と「Bill One」の粗利率は、前年同期と比べてどうだったかを教えてください。併

せて、トークン使用額等が影響したかどうかについても、可能な範囲でコメントをお願いします。 

橋本[A]： 「Sansan」、「Bill One」、「Contract One」に分けてお答えします。「Sansan」と

「Bill One」の粗利率は、いずれも改善しています。前年同期比では、「Sansan」の改善幅は 0.

数%とわずかですが、「Bill One」は 2〜4%ポイント程度改善しており、データ化コストの改善が

着実に進んでいると見ています。現時点では、「Bill One」の粗利率が「Sansan」を上回る水準ま

で来ており、非常に良い傾向だと考えています。 

「Contract One」の粗利率は、ご指摘のとおり、まだ「Sansan」・「Bill One」の水準に達して

いません。そのため、「Contract One」の売上構成比が高まるほど、全体の粗利率には低下圧力が

かかり、一定の影響があったと認識しています。 

ただし、それ以上に大きな影響を与えたのは Eight のイベント事業です。Eight のイベント事業は

他の事業に比べて粗利率が相対的に低く、かつ他事業より高い成長率で拡大しているため、構成比

の上昇が粗利率の低下要因となっています。もっとも、収益性は適切にコントロールできており、

全社としても非常に高い粗利率を維持していますので、特に問題はないと考えています。 

トークンコストは前年に比べてかなり増加していますが、現時点では管理可能な範囲です。トーク

ンコストの削減は他社も含めて業界共通の課題であり、当社も取り組みを進めています。通期で見

れば、大きな影響はないと見ています。 

[Q]：「Sansan」と「Bill One」の料金プランについて、前回の説明会で 3 つの料金プランをご説

明いただきましたが、料金水準は当時の説明のとおりと理解してよいでしょうか。また、「Bill 

One」の新規顧客の約 9 割が Standard プラン以上と伺いましたが、この理解で合っているでしょ

うか。開始直後で立ち上がりが早かっただけで、2Q 以降は 9 割程度の構成比が続くわけではない

と考えていますが、その見方でよいかもお伺いします。さらに、Standard プランへ移行いただく

際に、営業面でどのような工夫をされているのかも教えてください。「Bill One」、そして今後の

「Sansan」における Standard プランへの移行営業について、どのようにイメージしておけばよい

でしょうか。 

橋本 [A]： 料金については、前回の決算説明会でご説明したとおりで、特段の変更はなく、新しい

プライシングでスタートしています。「Bill One」については、後ほど大西から補足いたします。 

「Sansan」には既存契約のお客様が多数いらっしゃいますので、新機能とその提供価値を丁寧に

ご説明し、新エディションへ移行いただく、あるいは引き続き対話を重ねながら、よりアップグレ
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ードされたプランをご契約いただく、という営業活動を行っています。プラン変更は過去にも実施

していますが、更新しないなら解約、といった進め方ではなく、お客様と個別にご相談しながら進

めますので、一定の時間を要します。今後も営業工数をかけて取り組んでいく性質のものだと考え

ています。 

「Bill One」については、大西からお答えします。 

大西 [A]： ご質問の「9 割以上が Standard」という点について補足します。新プランでの提案は 6

月から開始しています。提案から受注までには一定の時間がかかるため、1Q の受注のうち約 6 割

は旧プランでの受注で、新プランでの受注は約 4 割です。その新プラン受注の中で、Standard 以

上が 9 割を占めているという内容です。 

本格的に新プランでの受注が増えてくるのは 2Q 以降ですので、ご指摘のとおり、Standard 以上

の比率は 9 割よりもやや下がってくるものと考えています。 

営業の進め方については、新規のお客様も既存のお客様のアップグレードも、基本的には同じ手法

です。先ほどのプレゼンテーションでも触れましたが、請求書を受領してデータ化する工程と、そ

の後の業務との間にある業務プロセスをなくすために、「AI 自動照合」と「AI 自動起票」の機能

を新たに提供しています。この機能が Standard 以上のプランに含まれています。そのため、ここ

を訴求することが営業の軸になりますし、基本の営業シナリオ自体がこの機能を組み込んだものに

なっていますので、Standard 以上を前提とした提案になっていきます。 

［了］ 

______________ 
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